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１．はじめに 

自動車業界では近年、様々な通信機能を備えた自動車の開発

が進んでいる。既にフォードのSyncやGMのOnStar、日産の

カーウィングスなど、車両に通信機器を組み込む他、スマート

フォンやタブレットを連動させたシステムが提供されており、

このような｢コネクテッド・カー｣市場は今後ますます拡大する

と見られている。英国ABIリサーチ社では、世界で販売される

コネクテッド・カーは今年約 900 万台、2018 年には 6,200 万

台を超えると予測している1。 
具体的な機能はメーカーにより異なるが、主なものには、イ

ンターネット接続をベースとしたルート検索や情報検索、音楽のダウンロード、緊急時の通報サービスなど

がある。そういった機能を使うのに欠かせないのが人と機械の接点HMI（Human Machine Interface）2の

開発である。 
現在、自動車のHMIで新たに導入が進んでいるのは、通話やメールの作成・送受信、ツイッターやフェイ

スブックへの投稿等が手の操作なし（ハンズフリー）で、ハンドルを握ったまま行える音声認識システムで

ある。Apple社は、iPhoneやiPadで実用化している同社の音声アシスタント機能「Siri」を車載システムに

組み込む開発を 9 つの自動車メーカーと共に行っており（《図表 1》参照）、2014 年販売予定と発表している

3。 
しかしながら、こういった活況の一方、運転中の通信機器使用に潜む危険性に警鐘を鳴らす声もある。 

２．米国での自動車事故と交通規制 

米運輸省道路交通安全局（NHTSA）によれば、2011 年に米国で自動車の不注意運転を原因とする事故で

亡くなった人は 3,331 人、負傷者数は 38 万 7 千人である4。 
米国での交通規制は州により異なる5ものの、自動車運転中にハンドルから手を離してメールを打ったり電

話したりすることは既に多くの州で禁止されている。しかし、実際には運転中でも携帯電話を使用するユー

ザーは後をたたず、大手通信会社や保険会社は協力して運転中のメール作成等の禁止を働きかけている6。 
そんな中NHTSAは、今年 4 月、不注意運転防止を目的

として自動車メーカーに対する新たな自主ガイドライン

を発表した。その中では、自動車に電子機器を組み込む際

には、運転中の《図表 2》の操作や機能を無効化し、代わ

りに音声認識システムにより対応できるように推奨して

いる7。 

３．「ハンズフリーはリスクフリーではない」 

 自動車メーカーなどがハンズフリーの技術導入を進める根本には、「ハンドルから手を離さず、道路から目 
を離さなければ安全」という考え方があると考えられるが、これを疑問視する意見もあり、それを裏付ける

レポートを今年 6 月、米国自動車協会（AAA）8が発表した9。AAAでは、ハンズフリーで音声のみで反応す

るシステムであっても、脳が別のことを考えると運転中の注意は散漫になり、結局のところ歩行者や信号を
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・メールやネット閲覧のための手動操作による入力
・ビデオ等エンターテイメント映像の視聴、テレビ電話等
映像を伴う通信
・メール、ウェブ、ソーシャルメディアなどの画面の表示

《図表 2》NHTSA が走行中の無効化を勧める機能

（出典）NHTSA ホームページより損保ジャパン総研作成

《図表 1》「Siri」を組み込んだ「iOS in the Car」 
画面イメージ ※車のダッシュボード部分 

（出典）Apple 
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見落とす恐れが大きいとして、NHTSA以上に厳しく運転中の通信機器の使用禁止を求めている。このレポ

ートによれば、運転中に音声入力でメール作成や送

受信を行うと、注意力は「非常に」低下、ハンドル

を握りながらの電話、ハンズフリーでの電話の場合

の注意力はいずれも「中程度～大幅に」低下、ラジ

オなどを聴くときの低下は「小さい」とされている。

この結果から、AAAでは《図表 3》の点を自動車メ

ーカー等に求めている。 

《図表 3》AAA から自動車メーカー等への要望 

（出典）AAA ホームページより損保ジャパン総研作成 

・運転に心理的な影響を及ぼさないエアコン、ワイパー等の
作動に関する指示以外、走行中の音声認識システムの
使用に制限をかけること

・ソーシャルメディアやメール等の作成・送信に関し、走行中
の音声認識システムを無効化すること

・車載システムの使用リスクについて使用者の教育を行うこと

４．保険会社の関わり 

車内での通信機器使用時の安全性は、リスク分析やモバイルを活用したサービス提供に取り組む保険業界

にとっても関心の高い問題である。NHTSAから出されている米国の自動車事故統計データでは、携帯電話

の使用を要因とする死亡事故は全死亡事故の 2％未満（2010 年）とされている10。しかし、事故により携帯

電話が壊れる等で証拠がなかったり、運転者が携帯電話の使用を認めないケースもあり、実際にはもっと多

くの事故に携帯電話の使用が関与しているのではないかという指摘もある。 
この点について、今年 5 月、米国民安全評議会（NSC）と米大手保険会社Nationwide社は事故要因につ

いて共同研究を行った結果を発表した11。この研究では、携帯電話の使用を原因とする事故の半数程度しか

NHTSAの統計にはカウントされていないと分析され、NSCでは全ての自動車衝突事故のうち約 25％の事故

に携帯電話の使用が関わっていると見ている12。Nationwide社では、この結果は連邦政府の事故防止策の優

先順位や予算決定、メディアでの注意の呼びかけ、法整備、保険契約、自動車や道路関連の技術整備など、

幅広い分野に影響を及ぼす可能性があるとコメントしている13。 
米国では今、テクノロジーメーカーが運転中の携帯電話を無効化し、別のコミュニケーション方法で使用

できるデバイスを開発中であり、保険会社ではそれらのデバイスを調査・評価中とのことである14。米国で

はテレマティクス保険も大手損保を中心に販売が進んでおり、保険会社はテレマティクスのデータを使用す

ることで、ハンズフリー操作、運転行動、事故頻度の相関関係を知ることが可能であるという指摘もある15。 

５．おわりに 

より安全で効率的な社会の実現を目指す ITS（高度道路交通システム）の取組みが世界レベルで広がる中、

自動車と通信機器を組み合わせる潮流は、今後さらに加速し、近い将来“当たり前”になっていく可能性が

高い。そんな中でも、今回 AAA から出されたような運転中の音声認識システムの使用に対する懸念や、HMI
の開発については、「ヒト」という不確実性が高い運転手が自動車のハンドルを握る限り、今後も議論されて

いくものと思われる。しかし、自動車メーカー側はこのような懸念を十分認識しつつも、それを払拭するだ

けの運転支援技術の導入等によって、携帯電話を車内でも使いたいというユーザーのニーズを満たしつつ、

安全を確保する方向に向かっているように見受けられる。 
スマートフォンにはその柔軟性を生かし、次々と便利な機能や楽しい機能が追加され、自動車で使えるサ

ービスも続々と生み出されている。一方、運転中の安全を担保したうえで運転手にどこまでの行動を可能に

させるかという線引きは、技術面でも規制面でも、今後の更なる研究の結果を受けて慎重に行なわれるべき

である。将来、ヒトの運転が必要ない「自律走行」車が一般的になるまでの間は、コネクテッド・カーにま

つわるこのような議論にも注視する必要があるだろう。  
【研究員 稗苗 優紀】 
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